
事業番号 - - -

（ ）

現状、消費者志向経営の自主宣言事業者数は一定程度増加しているが、業種や地域、規模に偏りがあるなど、消費者志向経営が基本認識となる
社会の実現に向け、消費者志向経営の更なる普及啓発が求められる。また、より豊かな消費生活の実現のためには、それぞれの事業者における消
費者志向経営の取組の高度化が求められる。

令和6年度要求

-

-

-

36

19

(目)

0.5 0.5

36

34消費者政策調査費

職員旅費

委員等旅費

その他

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
160%

主な増減理由（・要望額・予備費）

1060%

令和6年度要求

事業概要URL
https://www.caa.go.jp/consumers/consumer_oriented_management/

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 20

91%

0.3

執行率（％）
=(G)/(F)

100% 100% 91%

2023 消費 22 0037

消費者庁

政策 -

事業の目的
（5行程度以内）

我が国において、家計が支出する消費額はGDPの過半を占めており、消費者の行動が社会に与える影響は大きい。そのため、持続可能な社会の実
現に向けた社会的課題を解決するために、消費者に商品やサービスを提供する事業者の取組を促すと同時に、商品やサービスを選択する消費者
の適切な行動を促すなど、消費者と事業者とが共通の目標の実現に向けて協力して取り組むこと（協働による取組）を促す必要がある。そこで、事業
者が消費者との共創・協働による経営の実践により社会価値を向上させ、持続可能な社会の実現に寄与するとともに、より豊かな消費生活を実現す
ることを目的に、消費者志向経営の推進を図る。

参事官（公益通報・協働担当） 参事官　浪越 祐介

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

消費者基本計画（令和３年６月閣議決定）第３章２、第５章２（３）
消費者基本計画工程表　Ⅱ（3）2

事業名 消費者志向経営の推進 担当部局庁 消費者庁 作成責任者

事業開始年度

施策 -

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事項経費

令和5年度行政事業レビューシート

-

平成27年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

36

予備費等（E) 6 48 - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 10 5 22 20 36

- - -

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

消費者志向経営の普及啓発や事業者の取組の高度化を図るため、次の取組を展開する。
（1）自主宣言事業者数の拡大及び業種の拡大に向けた地方自治体・業界団体・事業者等へのアプローチやセミナー等の開催
（2）消費者志向経営を推進している好事例について、動機や成果を把握し、横展開
（3）消費者志向経営に関する連絡会の開催による高度化支援
（4）消費者志向経営優良事例表彰の実施及び表彰事例の周知

実施方法 直接実施、委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 16 53 20

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

16 53 22 20

現状・課題
（5行程度以内）

諸謝金 0.2 0.2

翌年度へ繰越し（D) - - - -

0.3

20

https://www.caa.go.jp/consumers/consumer_oriented_management/


成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

消費者志向経営に取り組む事業者の業種・規模や取組内容も多様であることから統一的に定量的な指標を設定することは困難。

目標値

達成度 ％

消費者志向自主宣言事業者を、令和６
年度までに令和元年度末比で倍増

消費者志向自主宣言をした事
業者数

成果実績 社 191 303

112.4

消費者志向経営の広範な普及を図るため、消費者志向自主宣言・フォローアップ活動を推進するとともに、消費者志向経営に対する意識喚起を目的としたシンポ
ジウムや事業者の経営者層向けセミナーを開催する。また、優良事例表彰を実施し、事業者の消費者志向経営の優良な取組事例を広く発信する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

―

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 回数

- -

3

活動目標 活動指標

2

年度

230 306

定量的な成果指標 単位

回数 3

目標年度
令和4年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

消費者志向経営に関するセミナー・表
彰等を開催

セミナー・表彰実施回数
活動実績

年度

消費者志向経営に取り組む事業者によ
る経済価値・社会価値の実現

―

達成度

単位 令和2年度

-

目標最終年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

＜目標値の出典＞
消費者基本計画工程表（令和２年７月７日　消費者政策会議決定）
（目標値＝令和６年度までに消費者志向経営自主宣言事業者数を倍増する（令和２年３月末現在：153 事業者））
＜消費者志向自主宣言事業者数実績値の出典＞
消費者庁ホームページに掲載
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/consumer_oriented_management/businesses/archive.html

令和2年度 令和3年度

-

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

2

306

6

消費者志向経営に取り組むことで従業員のモチベーションが上がり、生産性の向上や社会課題の解決に向けた新商品の開発などにつながり、経済価値・社会価
値が実現する。また、SDGｓの取組につながることが期待できる。その他、従業員のコンプライアンス意識の向上や、消費者トラブルの減少に寄与するとともに、社
会価値の向上やSDGｓに向けた取組を発信することで、企業イメージの向上や新規顧客獲得のほか、採用活動にも良い影響があるといった効果もみられる。

-％

449

目標値 社 170

131.7 146.7

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

2

セミナー等に参加した事業者や表彰を目指す事業者が消費者志向経営に関心を示し、自主宣言を行うきっかけとなる。

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

42 3

成果実績



アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

消費者志向経営に取り組む事業者の業種・規模や取組内容も多様であることから統一的に定量的な指標を設定することは困難。

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

目標値

達成度 ％ - - - -

成果実績

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

―

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

年度

消費者志向経営に取り組む事業者によ
る経済価値・社会価値の実現

―

- - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

令和５年４月の連絡会終了後に行った参加者へのアンケート結果（N=105名）では、連絡会の内容について「満足（87.6％）」「やや満足（9.5％）」のトップ２ボックスが
97.1％と、高い評価をいただいている。また自由回答では「経営、政策立案の参考になる」といった声もいただいており、高度化に資する知見は提供できている。

↓
成果目標②-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

自主宣言事業者が連絡会で得られた知見を活かし自社の取組を高度化することにより、優良な取組が増加し、経済価値が実現することで、事業者の内部におい
ても取組への推進力となるとともに、より社会価値の向上にもつながる。

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）
連絡会に参加した自主宣言事業者は、有識者等の講演を視聴すること等により、自社の経営を高度化する知見を得ることができる。

成果目標及び成果実績
②-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

5 年度

自主宣言事業者が連絡会に参加し自
社の経営の高度化の機会を得る

－

成果実績

目標値

達成度 ％

活動内容②
（アクティビティ）

消費者志向自主宣言事業者を対象に、消費者志向経営に関する連絡会を定期的に開催し、有識者による消費者志向経営進化に資する講演等を行うことにより、
自主宣言事業者の消費者志向経営の高度化を支援する。また、上記の消費者志向経営優良事例表彰の実施により、優良な取組を広く発信することで、その他の
事業者の高度化のきっかけとする。

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

連絡会の開催 連絡会の開催回数
活動実績 回 - 8 11 - -

当初見込み 回 - 8 11 11 11



- -

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/basic_plan/assets/consumer_policy_102_220615_01.pdf
事業に関連する

ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 -

備考

消費者庁 新32

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 -

平成25年度 -

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

・御指摘を踏まえ、これまでの取組みに加え、以下施策を実施する。
１．普及活動の強化⇒消費者志向経営推進組織の再活性化　優良事例表彰等の類型化を進め、業態、業界ごとの消費者志向経営に関する説明会の実施
２．自主宣言事業者による取組の高度化⇒地方自治体における事業者連携の促進と横展開を検討　地方自治体における融資制度の活用促進
３．消費者の行動変容の強化⇒消費者志向経営の取組に関するチェックシートに消費者の行動変容を促す取組を追加　中期アウトカムとして、自主宣言事業者の消費行動の改善や従業員エンゲージメントの向上効果等の指標を設定することを検討　・また、調達手法については、御指摘を踏まえ、引き続き競争性を確保しつつ、適切な予算執行に努
める。

現状通り

現状通り

0014

平成30年度 0014

平成23年度 -

引き続き消費者志向経営に対する意識喚起を目的としたシンポジウムや事業者の経営者層向けセミナーを開催するとともに、消費者志向経営優良事例表彰の実
施等を通じて優良な取組を広く発信し、消費者志向経営の認知・理解促進を図る。加えて、消費者志向経営に関心のある自治体等にアプローチをして、事業者団
体や消費者団体なども巻き込みながら、当該地域における浸透を図る。

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 0015

平成29年度 0013

令和3年度

平成27年度

令和2年度 消費者庁 新02 0038

0037

令和4年度 2022 消費 21 0035

2021 消費

上記への対応状況

上記への対応状況

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0014

目標年度における効果測定に関する評価（令和6年度実施)

点検結果

本事業は、以下のとおり適切に執行されている。
＜必要性＞
消費者志向経営の取組の推進は、健全な市場の形成等を通じて消費者の利益確保に寄与するとと
もに、様々な社会課題の解決や持続可能な社会の実現にもつながる。事業者が自主的に取り組んで
きた消費者志向経営の取組を更に強化するとともに、全国の幅広い事業者に参加してもらうために
は、消費者庁を始めとした行政機関の積極的な取組が必要である。
＜効率性＞
原則として一般競争入札を実施し、少額の事業に係る随意契約においては見積合わせを活用するな
ど、競争性の確保・コストの効率化に努めている。
＜効果＞
セミナー開催等の普及啓発の取組により、消費者志向自主宣言事業者数は着実に増加している。

消費者基本計画工程表

Ⅱ（3）②

一般競争入札等の実施により調達を行っているが、入札結果が一者応札となっているため、その他の応札者が見込めるよう仕様書の業務内容の明確化、早期調
達により十分な調査期間を確保するなど調達方法について工夫いただきたい。

外部有識者の所見
・本事業は平成27年度に開始されており、消費者志向自主宣言事業者の数は、現在まで500社ほどに達している。当面は地方自治体、事業者団体、消費者団体などとの連携を強化しながら、これまでの活動を地道に継続し、社会的な関心の広がりを醸成していくと同時に、より効率的な推進のための方策、また、新たなステップアップについても、鋭意検討を求めたい。・本事業においては、消費者志向経営
を通じて持続可能な社会に貢献するといった側面も強く打ち出されている。消費者庁が求める本事業の効果という観点からは、実際に提供される商品・サービス等における消費行動の改善に主眼を置くべきものと思われる。・本事業の短期的なアウトカムとしては、自主宣言事業者の数、連絡会への参加が挙げられているが、消費者庁として重視する個別のアプローチでの実績、また、宣言を発出した事業
者における高度化のフォローアップといった、より実質的な成果指標設定を考えるべきではないか。・また、その先の中期的アウトカムとしては、各事業者の自主宣言とその実践、そして高度化の努力、また、チェックシートの活用等を含めて、事業者と消費者との共創・協働の成果として期待される消費行動の変化を的確に捉える指標の検討を求めたい。

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/basic_plan/assets/consumer_policy_102_220615_01.pdf


資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ
いて補足する）
（単位：百万円）

消費者庁

１９.６百万円

株式会社日本総合研究所

８．８百万円

Ａ【一般競争契約（総合評価）】

消費者志向経営優良事例表彰事業に係る裾野拡大に係る調査業務

株式会社日経イベント・プロ

１０百万円

Ｂ【随意契約（その他）】

一般社団法人日本経済団体連合会

０．３百万円

C【随意契約（少額）】

2023年消費者志向経営トップセミナー開催に係る会場借料

株式会社弘周舎

０．１百万円

D【随意契約（少額）】

日経SDGsフォーラム 消費者共創会議の運営支援業務

「令和４年度消費者志向経営優良事例表彰」表彰状作成に係る筆耕

事務費

０．４百万円

Ｅ

諸謝金、職員旅費、委員等旅費



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

E

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

雑役務費 消費者志向経営優良事例表彰事業に係る裾野拡大に係る調査業
務 8.8 雑役務費

日経ＳＤＧｓフォーラム「消費者共創会議」運営支援業
務

10

C. D.
費目・使途

（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 8.8 計 10

雑役務費
「2023消費者志向経営トップセミナー」開催に係る会
場借料

0.3 雑役務費 「令和４年度消費者志向経営優良事例表彰」表彰状作成に係る筆耕 0.1

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0.3 計 0.1

諸謝金、職員旅費、委員等旅
費

諸謝金、職員旅費、委員等旅費 0.4

E. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0.4 計

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社日本総合研究所 4010701026082
消費者志向優良事例表彰事業に
係る裾野拡大等に係る調査業務

8.8
一般競争契約
（総合評価）

1 - -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社日経イベント・プロ 7010001195294
日経SDGｓフォーラム「消費者
共創会議」運営支援業務

10
随意契約（その

他）
- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
一般社団法人日本経済団体
連合会

1010005018440
「2023消費者志向経営トップ
セミナー」開催に係る会場借
料

0.3
随意契約（少

額）
-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

- -

- - -1 株式会社弘周舎 1010001016381
「令和４年度消費者志向経営優良事
例表彰」表彰状作成に係る筆耕」

0.1
随意契約（少

額）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 事務費 -
諸謝金、職員旅費、委員等旅
費

0.4 その他 - - -


